
 

29 
 

Ａ．全国共通の仕組みで提供される支援 

１．就労支援 

 

【表題】就労支援の仕組みの障害者総合福祉法における位置づけ 
【結論】 
○ 障害のある人への就労支援の仕組みとして、「障害者就労センター」と「デ

イアクティビティセンター(仮称、以下同様)」(作業活動支援部門)を創設す

る。 

 
○ 社会的雇用等多様な働き方についての試行事業(パイロット・スタディ)を実

施し、障害者総合福祉法施行後 3 年をめどにこれを検証する。その結果を踏

まえ障害者の就労支援の仕組みについて、関係者と十分に協議しつつ所管部

局のあり方も含め検討する。 

 
【説明】 
現行の障害者自立支援法等により制度化されている、就労移行支援事業・就

労継続支援 A 型及び B 型事業・生産活動に取組む生活介護事業・地域活動支援

センター・小規模作業所等を、障害者総合福祉法では「障害者就労センター」

と「デイアクティビティセンター(作業活動支援部門)」として再編成する。障

害者総合福祉法の支援体系への移行には、十分な経過措置期間を設ける。これ

らの対象者については、障害者本人のニーズを基本に、本人にとって最も適切

な支援を選択・決定できるよう、必要な支援を行う。なお、現行の就労移行支

援事業についてはその成果と課題を検証した上で、一般就労への支援のあり方

について関係者の意見を十分に踏まえつつ検討する。 

 
「障害者就労センター」は障害者が必要な支援を受けながら働く場であり、

障害者総合福祉法の下で実施することとし、そこで就労する障害者には、一人

ひとりの労働実態等に応じて労働法を全面適用または部分適用する。官公需や

民需の安定確保の仕組みの構築や同センターの経営基盤の強化、ならびに賃金

補填の制度化などにより、そこで就労する障害者に最低賃金以上を確保するこ

とを目指す。 

 
また、同センターで就労する障害者のうち、一般就労・自営を希望する者に

ついては、ハローワーク等の労働関係機関と密接に協力・連携し、一般就労・

自営への移行支援および移行後のフォローアップ支援を積極的に行う。利用期

間には、期限を設けない。また、利用料の徴収はしない。なお、障害者就労セ
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２．日中活動等支援 

 
【表題】①デイアクティビティセンター 
【結論】 
○ デイアクティビティセンターを創設する。 

 
○ デイアクティビティセンターでは、作業活動支援、文化・創作活動支援、

自立支援(生活訓練・機能訓練)、社会参加支援、居場所機能等の多様な社会参

加活動を展開する。 

 
○ 医療的ケアを必要とする人等が利用できるような濃厚な支援体制を整備す

るなど、利用者との信頼関係に基づく支援の質を確保するための必要な措置

を講じる。 

 
【説明】 
障害者自立支援法における生活介護や自立訓練、地域活動支援センター等の

利用者等の障害者総合福祉法に基づく活動の場として、デイアクティビティセ

ンターを創設し、よりシンプルな支援体系とする。デイアクティビティセンタ

ーでは作業活動支援を行うことができるものとする。また、個々人の必要に応

じた個別支援計画により、本人が主体的に自己実現と社会参加をすすめる多様

で創造的な活動プログラムを展開する。 

 
デイアクティビティセンターの作業活動支援部門は労働法規が適用されない

働く場だが、障害者就労センターや一般就労との行き来を可能とし、障害者の

就労を支える仕組みの一環にも位置付けられる。 

 

一方、障害者の社会参加のありかたの多様性を認める必要がある。就労せず

とも地域の中で自尊心をもって自らの役割を果たしていける環境を確保するこ

とが重要であり、文化・創作活動、社会参加や居場所機能などについても、し

っかりと日中活動等支援に位置付けることが重要である。 

 

また、支援の質を確保するため、プログラムの標準化・職員配置及び建物設

備等の基準の設定を行う。 

 

なお、その際、医療的ケアが必要な人や移動・コミュニケーションへの支援

が必要な人の利用を想定した基準を設けることとする。また、自治体はこれら

の基準等を踏まえて、同センターを計画的に整備する。 
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